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報告第１６号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 令和３年度戸田市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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専決第５号 

専 決 処 分 書 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定により、専決処分する。 

令和３年度戸田市一般会計補正予算（第７号） 

  令和３年１０月６日 

戸田市長 菅 原 文 仁  

 

 

2



   令和３年度戸田市一般会計補正予算（第７号） 

 令和３年度戸田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９６,１１８千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５７,３５６,３９６千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第７７号 

   戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 戸田市国民健康保険条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように改

正する。 

 第６条第１項中「４０４,０００円」を「４０８,０００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後の出産に係る出産育児一時金

について適用し、施行日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従

前の例による。 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第７８号 

   戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 （戸田市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条中「２０,０００円」を「２５,９００円」に改める。 

  第２１条第１号ア中「１４,０００円」を「１８,１３０円」に改め、同条

第２号ア中「１０,０００円」を「１２,９５０円」に改め、同条第３号ア中

「４,０００円」を「５,１８０円」に改める。 

第２条 戸田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

  第４条中「２５,９００円」を「３１,８００円」に改める。 

  第２１条第１号ア中「１８,１３０円」を「２２,２６０円」に改め、同条

第２号ア中「１２,９５０円」を「１５,９００円」に改め、同条第３号ア中

「５,１８０円」を「６,３６０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は令和５

年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和４

年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和５

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国

民健康保険税については、なお従前の例による。 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第７９号 

   戸田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び

戸田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

 （戸田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第１条 戸田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条－第４８条）」 を 
「第５章 

 第６章 

 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 
に改める。 

 雑則（第４９条）           」 

  第６条第１項中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３号中「この

号」の次に「及び第４項第１号」を加える。 

  本則に次の１章を加える。 

    第６章 雑則 

  （電磁的記録） 

 第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに

類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。 

 （戸田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 戸田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

２４号）の一部を次のように改正する。 
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  題名を次のように改める。 

    戸田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例 

  目次中「第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第

５３条－第６１条）」を「第２章 雑則（第５３条）」に改める。 

  第５条第２項から第６項までを削る。 

  第３８条第２項を削る。 

  第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、

同条第４項第１号中「第２４条第３項」の次に「（同法附則第７３条第１項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加える。 

  第２章を次のように改める。 

    第２章 雑則 

  （電磁的記録等） 

 第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類す

るもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書面等に

代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条におい

て同じ。）により行うことができる。 

 ２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出

については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項に定めるところにより、教育・

保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育

施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下

この条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合において、当該特定教育・保育施
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設等は、当該書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

  (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

   ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認

定保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

する方法 

   イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定

保護者の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計

算機に備えられた当該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記

載事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は

受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

  (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに記載事項を記録したものを交付する方法 

 ３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記

録を出力することによる文書を作成することができるものでなければなら

ない。 

 ４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようと

するときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保

護者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文

書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

  (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

  (2) ファイルへの記録の方式 

 ５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育

給付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を

受けない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、

第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。

ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をし

た場合は、この限りでない。 

 ６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意
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の取得について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又

は提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項(以下この条において「記

載事項」という。)」とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあ

るのは「第６項において準用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得

る」と、「書面等を交付し、又は提出した」とあるのは「書面等による同意

を得た」と、「記載事項を」とあるのは「同意に関する事項を」と、「提供

を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わな

い」と、「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中「前項各号」とある

のは「第６項において準用する前項各号」と、第４項中「第２項」とある

のは「第６項において準用する第２項」と、「記載事項を提供しよう」とあ

るのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得

ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項におい

て準用する第２項各号」と、前項中「前項」とあるのは「第６項において

準用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同意を行わない」と、

「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規定による

書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第８０号 

   戸田市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 戸田市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１２年条例第１２号）の一部

を次のように改正する。 

 別表第２第１項中 

「 

ア イ又はウに

掲げる手数料

以外の長期優

良住宅建築等

計画 

 

 １件につき、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、

当該各号に定める額 

(1) 一戸建ての住宅 

 ア 新築の場合 ５７,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 ８５,０００円 

(2) 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅 

 ア 新築の場合 １２７,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 １９４,０００円 

 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅は、上記の額

を申請戸数で除した額（１００円未満は、切捨てとす

る。）が１戸の手数料となる。 

イ 住宅の品質

確保の促進等

に関する法律

（平成１１年

法律第８１

号。以下この

表において

「品確法」と

いう。）第５条

第１項に規定

する登録住宅

性能評価機関

（以下この表

において「登 

 １件につき、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、

当該各号に定める額 

(1) 一戸建ての住宅 

 ア 新築の場合 ６,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 １０,０００円 

(2) 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅 

 ア 新築の場合 １３,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 ２１,０００円 

 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅は、上記の額

を申請戸数で除した額（１００円未満は、切捨てとす

る。）が１戸の手数料となる。 

16



 録住宅性能評

価機関」とい

う。）による技

術的審査を受

けた長期優良

住宅建築等計

画 

 

ウ 品確法第６

条第１項に規

定する設計住

宅性能評価書

（長期優良住

宅法第６条第

１項第１号に

掲げる基準に

適合している

ものに限る。

以下この表に

おいて同じ。）

の交付を受け

た長期優良住

宅建築等計画 

 １件につき、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、

当該各号に定める額 

(1) 一戸建ての住宅 ２３,０００円 

(2) 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅 

  ７２,０００円 

 共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅は、上記の額

を申請戸数で除した額（１００円未満は、切捨てとす

る。）が１戸の手数料となる。 

                                  」 

を 

「 

ア イに掲げる

手数料以外の

長期優良住宅

建築等計画 

 １件につき、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、

当該各号に定める額 

(1) 一戸建ての住宅 

 ア 新築の場合 ５７,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 ８５,０００円 

(2) 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての 
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  住宅以外の住宅をいう。以下この表において同じ。） 

 ア 新築の場合 １２７,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 １９４,０００円 

イ 住宅の品質

確保の促進等

に関する法律

（平成１１年

法律第８１

号。以下この

表において

「品確法」と

いう。）第６条

の２第３項に

規定する確認

書又は同条第

４項に規定す

る設計住宅性

能評価書（い

ずれも長期優

良住宅法第６

条第１項第１

号に掲げる基

準に適合して

いるものに限

る。以下この

表において同

じ。）の交付を

受けた長期優

良住宅建築等

計画 

 １件につき、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、

当該各号に定める額 

(1) 一戸建ての住宅 

 ア 新築の場合 ８,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 １３,０００円 

(2) 共同住宅等 

 ア 新築の場合 １７,０００円 

 イ 増築又は改築の場合 ２５,０００円 

                                  」 

に改め、同表第３項中「又はウ」を削り、 
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「 

イ 登録住宅性

能評価機関に

よる技術的審

査を受けた長

期優良住宅建

築等計画 

 1 件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項イに定める額 

(3) ア(3)に定める額 

(4) ア(4)に定める額 

ウ 品確法第６

条第１項に規

定する設計住

宅性能評価書

の交付を受け

た長期優良住

宅建築等計画 

 1 件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項ウに定める額 

(3) ア(3)に定める額 

(4) ア(4)に定める額 

                                  」 

を 

「 

イ 品確法第６

条の２第３項

に規定する確

認書又は同条

第４項に規定

する設計住宅

性能評価書の

交付を受けた

長期優良住宅

建築等計画 

 １件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項イに定める額 

(3) ア(3)に定める額 

(4) ア(4)に定める額 

                                  」 

に改め、同表第４項中「又はウ」を削り、 

「 

イ 登録住宅性  １件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 
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 能評価機関に

よる技術的審

査を受けた長

期優良住宅建

築等計画 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項イに定める額に２分の１を乗じて得た額 

(3) 第３項ア(3)に定める額 

(4) 第３項ア(4)に定める額 

ウ 品確法第６

条第１項に規

定する設計住

宅性能評価書

の交付を受け

た長期優良住

宅建築等計画 

 1 件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項ウに定める額に２分の１を乗じて得た額 

(3) 第３項ア(3)に定める額 

(4) 第３項ア(4)に定める額 

                                  」 

を 

「 

イ 品確法第６

条の２第３項

に規定する確

認書又は同条

第４項に規定

する設計住宅

性能評価書の

交付を受けた

長期優良住宅

建築等計画 

 １件につき、次に掲げる額を合算して得た金額 

(1) 別表第１第１項に定める額 

(2) 第１項イに定める額に２分の１を乗じて得た額 

(3) 第３項ア(3)に定める額 

(4) 第３項ア(4)に定める額 

                                  」 

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の戸田市建築基準法等関係事務手数料条例の規定は、この条例の施
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行の日以後にされる申請に係る手数料について適用し、同日前にされた申請

に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正前の戸田市建築基準法等関係事務手数料条

例の規定（長期優良住宅建築等計画が住宅の質の向上及び円滑な取引環境の

整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部を改正する法

律（令和３年法律第４８号）による改正前の長期優良住宅の普及の促進に関

する法律（平成２０年法律第８７号）第６条第１項各号に掲げる基準に適合

していることを示す書類（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年

法律第８１号）第５条第１項の登録住宅性能評価機関が作成したものに限

る。）が提出された場合の申請に係る部分に限る。）については、当分の間、

なおその効力を有する。この場合において、改正前の戸田市建築基準法等関

係事務手数料条例別表第２第１項イ中 

 「 

  イ 増築又は改築の場合 ２１,０００円 

   共同住宅等の一戸建て住宅以外の住宅は、上記の額を申請戸数で除し 

た額（１００円未満は、切捨てとする。）が１戸の手数料となる。 

                                  」 

とあるのは、 

 「 

  イ 増築又は改築の場合 ２１,０００円 

                                  」 

とする。 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第８１号 

   戸田駅西口駅前交通広場整備工事請負変更契約について 

 戸田駅西口駅前交通広場整備工事請負変更契約をするについて、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第９号）

第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 工 事 名  戸田駅西口駅前交通広場整備工事 

２ 場 所  戸田市大字新曽字柳原４１８番２外 

３ 工事内容  戸田駅西口駅前交通広場の整備に伴う工事 

４ 金 額  変更前 金２５８,２８０,０００円 

        変更後 金２８４,２６８,６００円 

        (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金25,842,600円) 

５ 工 期  令和２年１２月２５日から令和４年２月２８日まで 

６ 契 約 者  戸田市美女木五丁目４番地の２ 

        株式会社市ヶ谷組 
        代表取締役 市ヶ谷 昌 彦 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第８２号 

   財産の取得について 

 小・中学校学習系学習者用パソコン（追加整備分）機器一式として、下記の

とおり財産を取得するものとする。よって、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第９号）第３条の規定により、

議会の議決を求める。 

記 

１ 取得財産名  小・中学校学習系学習者用パソコン（追加整備分）機器 

         一式 

２ 納 入 場 所  市立小学校１２校、市立中学校６校及び教育センター 

３ 仕 様 内 容  学習者用パソコン  １,４７１台 

         学習者用タブレット    ６８台 

４ 金 額  金１０７,２８０,８９０円 

         (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金9,418,990円) 

５ 納 入 期 限  令和４年２月２８日 

６ 契 約 者  東京都千代田区外神田六丁目１５番１２号 

         富士電機ＩＴソリューション株式会社 
         代表取締役 及 川   弘 

令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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議案第８２号参考 

   小・中学校学習系学習者用パソコン（追加整備分）機器一式概要 

１ 概要 

   市立小学校及び中学校では、児童生徒 1人 1 台端末による学校ＩＣＴ活

用環境を整備することを目的として、平成３０年度からパソコンの導入を

進め、令和２年度には公立学校情報機器整備費補助金の補助対象である

７,６８０台のパソコンを購入したところであるが、本件は全児童生徒１

人１台端末を達成するために追加整備を実施するものである。 

２ 仕様 

   学習者用パソコン １,４７１台 
   内訳 小学校１２校分  １,３２３台 

      中学校 ６校分    １３８台 

      教育センター分     １０台 

学習者用タブレット      ６８台 

内訳 小学校１２校分     ２８台 

   中学校 ６校分     １５台 

      教育センター分     ２５台 
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入   札   結   果 

(消費税及び地方消費税の額含まず。単位円) 

             回 数 

 業 者 名 
第 １ 回 摘 要 

富士電機ＩＴソリューション (株) ９７,８６１,９００ 落 札 

(株) ス リ ー ウ エ イ ９７,８６６,４８２  

 

      （消費税及び地方消費税の額含まず。単位円） 

設 計 額 ９８,２００,３００ 

予 定 価 格 ９８,２００,３００ 
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議案第８３号 

   指定管理者の指定について 

 下記のとおり公の施設の指定管理者を指定したいから、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求

める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  彩湖・道満グリーンパーク外８４公園 別紙のとおり 

２ 指定管理者候補者の名称 

  戸田市美女木八丁目１５番地の４ 

  公益財団法人戸田市水と緑の公社 

３ 指定する期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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別紙 

   指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

１ 彩湖・道満グリーンパーク ２６ 天王公園 

２ 荒川水循環センター上部公園 ２７ 山宮公園 

３ 喜沢南公園 ２８ 谷口公園 

４ 戸田公園駅西口緑地 ２９ 根木橋公園 

５ 戸田公園駅東口緑地 ３０ 圃中公園 

６ 戸田公園駅南緑地 ３１ 野竹公園 

７ （仮称）２号公園 ３２ 下町公園 

８ 上町第一公園 ３３ 夏浜公園 

９ 上町第二公園 ３４ 早瀬公園 

１０ 元蕨第一公園 ３５ 後第一公園 

１１ 元蕨第二公園 ３６ 後第二公園 

１２ 元蕨第三公園 ３７ 氷川公園 

１３ 東町公園 ３８ 喜沢第一公園 

１４ 鍛冶谷町公園 ３９ 喜沢第二公園 

１５ 新田口公園 ４０ 外仲田公園 

１６ 立野際公園 ４１ 山宮北公園 

１７ 番匠免公園 ４２ 谷口北公園 

１８ 重瀬公園 ４３ 笹目南公園 

１９ 美女木公園 ４４ 馬場公園 

２０ 薮雨公園 ４５ 川岸公園 

２１ 堀ノ内公園 ４６ 下前公園 

２２ 修行目公園 ４７ 下戸田第一公園 

２３ 砂場公園 ４８ 下戸田第二公園 

２４ 美笹公園 ４９ 後谷第二公園 

２５ 柳坪公園 ５０ 荒井前公園 
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５１ 後谷第一公園 ７８ 新曽柳原児童遊園地 

５２ 中町公園 ７９ 南町児童公園 

５３ 早瀬東公園 ８０ 馬場ふれあい公園 

５４ 笹目南さくら公園 ８１ 氷川町１丁目児童公園 

５５ けやき公園 ８２ 芦原たんぼ公園 

５６ 本村公園 ８３ ボール公園 

５７ 立野際小公園 ８４ 噴水公園 

５８ 喜沢南児童遊園地 ８５ 緩衝緑地 

５９ 中町２丁目児童遊園地   

６０ 下前１丁目遊園地   

６１ 稲荷木公園   

６２ 本町４丁目児童遊園地   

６３ 本町５丁目児童遊園地   

６４ 曲尺手遊園地   

６５ 南町児童遊園地   

６６ 新曽南１丁目児童遊園地   

６７ 菖蒲遊園地   

６８ 新曽南４丁目児童遊園地   

６９ 氷川町児童遊園地   

７０ 上前谷遊園地   

７１ 根木橋児童遊園地   

７２ 喜沢２丁目児童公園   

７３ 下戸田１丁目児童公園   

７４ 後谷児童遊園地   

７５ 本町１丁目児童遊園地   

７６ 川岸３丁目遊園地   

７７ 大前公園   
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議案第８４号 

   指定管理者の指定について 
 下記のとおり公の施設の指定管理者を指定したいから、地方自治法（昭和 
２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求

める。 
記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 
  戸田市立健康福祉の杜 
２ 指定管理者候補者の名称 
  戸田市大字上戸田５番地の７ 
  社会福祉法人戸田市社会福祉事業団 
３ 指定する期間 
  令和４年４月 1日から令和６年３月３１日まで 

令和３年１１月２２日提出 
戸田市長 菅 原 文 仁  

 

29



議案第８５号 

   市道路線の認定について 

 下記の市道路線を認定したいため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

記 

 

路 線 番 号 起  点 終  点 延 長 幅 員 摘要 

市道第 4333号線 美女木五丁目17番28地先 美女木五丁目17番31地先 41.92m 4.30m 
開発 

帰属 

市道第 4334号線 笹目三丁目4番 33地先 笹目三丁目4番 29地先 82.95m 4.30m 
開発 

帰属 

 

  令和３年１１月２２日提出 

戸田市長 菅 原 文 仁  
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